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昨今, 流域の森林・里山, 河川・湖沼, 農村・都
市環境, 海岸等の環境を ｢環境経営資源｣ として




























また, 環境省7) では, 持続可能な地域づくりのた







いる｡ 本稿では, 流域の森林・里山, 河川・湖沼, 農村・都市環境, 海岸等の環境を ｢環境経営資源｣ として扱
い, それらを多様な主体の参加と協働により様々に運用・活用し, それらから得られた資金やマンパワーを流域
環境の保全・再生に循環させる ｢流域環境経営｣ について概念整理を行う｡ そして, 我が国の取組の中から, 流
域環境経営を支援する手法について抽出・整理した上で, それらの支援手法のステークホルダーの関係を構造化
し, その比較分析を行った｡ その結果, 支援手法の利害関係者の構造や経済的・社会的リターンなどの特徴が明
らかになるとともに, 手法の適用性, 成立性, 持続性が評価された｡


















































































































な FSC (森林管理協議会) や国内の SGEC (｢緑
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(図 3) や, 休耕田の復元, 河川や海岸の清掃, 環
境学習等の様々な取組がみられる｡ 企業としては,























































































































































まず, 先の整理から, 各手法の保全対象, 
活用資源, 経営団体, パートナー, 対象者
などのステークホルダーを表 1にまとめた｡ この




















































































































































て, 有向グラフで表現した｡ この際, 手法の構造
比較の簡単化のため, 保全対象, 活用資源の
カテゴリーは, ｢森林・里山｣, ｢河川・湖沼｣,
｢農村・都市環境｣, ｢海岸｣ の 4つにした｡ パー
トナーについては, ｢専門家｣, ｢関連団体 (教育
機関, 農業関係者, 森林・木材関係者, 金融機関,
観光団体, 公益法人, NPO, 認証業者, 加盟店な
ど)｣, ｢行政機関｣ の 3つとした｡ また, 対象





































































































































































































供者) に対して ｢社会的リターン｣ の矢線しか認
められない｡ すなわち, これらの手法では, いか
に貢献感や満足感などの社会的リターンを高める
かがインセンティブになっていると言える｡ その








CSR, 環境ポイント等, エコツーリズム, カーボン･
オフセット (植樹), オーナー制度・里親である｡
このような手法は, 事例によって程度の差こそあ
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